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予防・健康づくりのための住環境整備のための研究 

循環器疾患による死亡と居住環境要因との関連 

研究分担者  長谷川 兼一  秋田県立大学 システム科学技術学部  教授 

 

研究要旨 

WHO は，2018 年に Housing and Health Guidelines を公表し，住まいの冬季最低室温 18℃以上，

新築・改修時の断熱工事などを各国に勧告した。我が国においては循環器疾患による死亡率が高く，住

宅内の寒さを原因とする血圧上昇が関連している可能性が高いため居住環境整備による発症予防を重

要視すべきであると考える。しかし，近年の調査では国内の冬季における住宅内の室温が勧告する 18℃

を確保できていない割合が 90%であることが報告されており，既存住宅の温熱環境を向上させる対策

を講じるためのエビデンスの収集が不可欠である。そこで，全国各市町村レベルの循環器疾患の死亡

率と居住環境要因との関連をマルチレベルモデルにより分析した。その結果，居住環境の適切な整備

が居住者の健康維持に関連することを裏付ける結果を得た。 

A．研究目的 

WHO（World Health Organization）は 2018

年 11 月に Housing and Health Guidelines1)を公

表し，住まいの冬季最低室温 18℃以上，新築・

改修時の断熱工事などを各国に勧告した。我が国

においては循環器疾患による死亡率が高く 2)，住

宅内の寒さを原因とする血圧上昇が関連している

可能性が高いため居住環境整備による発症予防を

重要視すべきであると考える。しかし，最近の調

査では国内の冬季における住宅内の室温が WHO

の勧告する 18℃を確保できていない割合が 90%

であることが報告されている 3)。よって，既存住

宅の温熱環境を適切に把握し，対策を講じるため

のエビデンスを収集することは不可欠であると考

えられる。 

循環器疾患と住宅性能との関連に言及した研究

は国内でも見られる。西川 4)は，秋田県内を対象

に各市町村の死亡率を目的変数に，居住環境要因

を説明変数とした重回帰分析を実施し，建築時期

の古い住宅ほど心疾患（高血圧性を除く）の死亡

率が有意に高い関係を示した。一方，窓の断熱化

との相関については有意な結果が得られなかっ

た。よって，県内の分析だけでは関係性が見えに

くい説明変数が含まれている可能性もあり，全国

を対象とした影響の把握が望まれる。 

本研究では，全国各市町村の循環器疾患の死亡

率のばらつきの原因となる影響要因を明らかにす

るため，マルチレベルモデルを用いて分析した。 

 

B．分析に用いるデータ 

全国 41 都道府県注 1)（1,009 市町村）を対象に

政府や県が公開している統計データを分析に用

いた。各市町村における循環器疾患の死亡状況を

標準化死亡比注 2)（以下，SMR）として算出し，

地域を代表させた。使用年度は平成 30 年度であ

る。 

住宅性能は住宅・土地統計調査 5)で対象とされ

ている調査項目のうち，1980 年以前の建築割合

や腐朽・破損の程度，二重以上のサッシまたは複

層ガラスの窓の使用，一般型誘導居住面積水準を

満たす世帯，住宅内の段差解消による高齢者対応

の有無など市町村ごとのデータを用いた。また，

地域の経済力を測る指標として，納税義務者一人

当たりの課税対象所得 6)を説明変数に加えた。 
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C．マルチレベルモデルの検討 

分析は，最も多く利用されているマルチレベル

モデルである階層線形モデル（以下，HLM）を用

いた 7,8)。データの構造は，第 1 水準を市町村レベ

ル，第 2 水準を都道府県レベルとすることで，市

町村レベルが都道府県レベルにネストされる階層

構造を想定している注 3)。分析には，多変量解析統

計ソフト SPSS Statistics Ver.26.0 を使用した。 

 分析の手順は，①目的変数と説明変数の相関分

析，②説明変数間の相関分析，③ヌルモデルの作

成によるデータの階層性の確認，④最終モデルの

構築，の 4 段階とした。 

C1．目的変数と説明変数の相関分析 

投入する説明変数を精査するため，心疾患・脳

血管疾患の SMR と説明変数に使用する項目の相

関分析を実施した。 

表 1 に目的変数と説明変数の相関分析の結果

を示す。いずれの疾患においても，木造や一般型

誘導居住面積水準以上の住宅割合が高い市町村

ほど死亡率が有意に高い傾向がみられる。 

C2．説明変数間の相関分析 

表 2 に絶対値が 0.60 以上となる説明変数間の

相関係数を示す。暖房デグリーデーと二重以上の

サッシまたは複層ガラスの利用は比較的強い相

関がみられる。寒冷な地域ほど二重サッシなどの

普及率が多い傾向にあり，住宅性能の中でも気象 

要素への依存性が強い項目であることがわかる。

また，説明変数の中でも，一般型誘導居住面積水

準以上の住宅割合との相関係数が高い変数が多

くみられる。一世帯あたりの人数が多いほど住宅

が古いなど，居住環境との関連性はより大きいと

考えられ，特に同時にモデルに投入しないよう配

慮する必要がある。 

C3．ヌルモデルの作成によるデータの階層性の

確認 

ヌルモデルとは，HLM において説明変数を投

入しないモデルのことである。HLM では，目的

変数の集団間変動のみを推定するためにヌルモ

デルを作成する。ヌルモデルを検討することです

べての効果を市町村レベルと都道府県レベルに

分解し，それぞれの分散から級内相関係数注 4)を 

表 1 目的変数と説明変数の相関分析 

 

 

表 2 説明変数間の相関分析（絶対値が 0.60 以上） 

 
 

表 3 ヌルモデル（心疾患の SMR） 

 

 

表 4 ヌルモデル（脳血管疾患の SMR） 

 

 

算出することができる。 

表 3，4 に心疾患・脳血管疾患の SMR のヌル

モデルを示す。いずれの疾患においても級内相関

係数・デザインイフェクト注 5)は基準値を上回っ

ている。したがって，心疾患・脳血管疾患の SMR

いずれの場合も，データには集団類似性があり，

階層的データであることが確認できる。よって，

統計分析手法によって環境要因を検討する場合，

マルチレベルモデルを適用するべきだと判断で

きる。 
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C4．最終モデルの構築 

目的変数が心疾患・脳血管疾患の SMR のヌル

モデルに，説明変数を順次投入することにより最

終モデルを構築した。 

表 5 に心疾患の SMR の最終モデルを示す。固

定効果の市町村レベルに着目すると，1980 年以

前の建築や腐朽・破損の割合が高いほど死亡率が

増加する結果が得られた。全国規模の調査におい

ても住宅性能に死亡率が関連する可能性がある。

またぎやすい高さの浴槽の割合が高いほど死亡

率が低下する関係もみられるが，都道府県レベル

では推定値の正負が逆であることが読み取れる。

つまり，またぎやすい高さの浴槽の所有割合が高

い市町村が多い都道府県ほど死亡率が大きいこ

とを意味しており，死亡率の高い都道府県にその

中の多くの市町村が集中して何らかの形で対策

を施したなど，都道府県間の集団対策に差がある

ことで得られた結果だと考えられる。 

表 6 に脳血管疾患の SMR の最終モデルを示

す。固定効果の市町村レベルに着目すると，二重

以上のサッシまたは複層ガラスの窓の使用割合

が高いほど死亡率が低下する結果が得られた。表

1の相関分析では二重サッシなどの使用率が高い

ほど死亡率が増加するように，正負が逆の結果を

得ていたことから，階層性のあるデータとして分

析することで，住宅性能が死亡率低下に寄与して

いることが示された。また，都道府県レベルでは

二重以上のサッシまたは複層ガラスの窓の使用

割合が高いほど死亡率が増加するなど，対策を施

す市町村が多い都道府県ほど死亡率が増加する

傾向がみられた。心疾患の SMR と同様の解釈で

考察すると，死亡率が高い都道府県への集団対策

が脳血管疾患の SMR ではより顕著であると考え

られる。 

各疾患の変量効果に着目すると，切片と暖房デ

グリーデーの共分散は有意であり，かつ正の値で

ある。つまり，暖房デグリーデーが大きい寒冷地

域では SMR と暖房デグリーデーの関係が強く， 

表 5 最終モデル（心疾患の SMR） 

 
 

表 6 最終モデル（脳血管疾患の SMR） 

 

 

南下するほど両者の関係性は弱くなることを示

唆している。 

 

D．まとめ 

循環器疾患の死亡率と居住環境要因との統計分

析を通じて，居住環境の適切な整備が健康維持に

関連することが示唆された。また，各疾患の SMR

や関連する住宅性能には差異がみられ，傾向を把

握する際の分析の仕方に応じた結果の解釈にも注

意が必要である。特に，二重サッシ・複層ガラスの

使用や高齢者対応などの効果には単相関分析では

見えづらい集団レベルの効果も大きいことから，

都道府県ごとの集団対策に差異があることが示唆

された。 
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F．研究発表 

１．論文発表 

  なし 

 

２．学会発表 

1) 河原大樹，長谷川兼一，松本真一，竹内仁哉：

循環器疾患による死亡と居住環境要因との関

連 その 1 統計データを用いた全国規模の

分析，日本建築学会東北支部研究報告集，

2025 年 6 月（発表予定）. 

2) 河原大樹，長谷川兼一，松本真一，竹内仁哉：

循環器疾患による死亡と居住環境要因との関

連 その 2 平成 30 年度の統計データを用

いたマルチレベルモデルによる全国規模の分

析，日本建築学会大会学術講演会梗概集，

2025 年 9 月（発表予定）. 

 

G．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

１．特許取得 

  なし 

 

２．実用新案登録 

  なし 

 

３．その他 

  なし 

＜注釈＞ 

注 1) 富山県，石川県，岡山県，島根県，徳島県，

高知県を除く。 

注 2) 当該地域の実際の死亡者数を，全国の 5 歳

階級別の粗死亡率（人口推計から把握）と当

該地域の5歳階級別人口を乗じた値の総和で

算出される期待死亡者数で除し，100 を乗じ

た値。 

注 3) 市町村レベルの変数には集団平均中心化を，

都道府県レベルの変数には市町村レベルで

ある変数の都道府県ごとの平均値を全体平

均中心化した。  

注 4) 一定数のデータからなるグループが複数あ

り，全体として 1 つの集団を形成している際

に，グループ内部のデータの類似性を表す指

標。（グループ間分散）/（グループ間分散）

+（グループ内分散）で算出される。級内相関

係数が 0.10 以上の場合は階層性を考慮する

必要がある。 

注 5) 1+（平均グループ内データ数-1）*級内相関

係数 により算出される指標であり，2.0 を超

える場合はデータの階層性を考慮する必要

がある。 
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